
事業所内保育施設の
設置・運営を応援します！

従業員の仕事と子育ての
両立支援のために！

～あなたの会社に事業所内保育施設はありますか？～

従業員の仕事と子育ての両立のために、お子さんを預かる事業所内保育施設の

設置・運営・増築を行う事業主・事業主団体の方々に費用の一部を助成します。

１事業主・１事業主団体につき１施設が対象です。

以下のことが必要です。

◆雇用保険の適用事業の事業主または事業主団体であること。

◆原則として、自社で雇用する従業員が養育する乳幼児を預かるための事業所内保育施設を、

長期的・安定的に運営する事業主または事業主団体であること。

◆育児・介護休業法に規定する育児休業、所定労働時間の短縮措置について、労働協約または

就業規則に定め、実施していること。

◆次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画について、策定・届出、公表及び

労働者への周知を行っていること。

◆育児・介護休業法等の労働関係法令に違反していないこと。

◆労働保険料を滞納していないこと。

◆法人設立後または事業開始後３年が経過し、かつ、３か年連続して損失を計上していないこと。

（事業所内保育施設設置・運営等支援助成金のご案内）

厚生労働省
１

助成金を受給
するためには

※この助成金は予算の範囲内で支給するものですので、申請しても支給されない
場合がありますのでご注意ください。

中小企業にも利用
しやすい「共同事業
主型（複数の企業
がいっしょに設置・
運営）」も可能です



１ 設置費（事業所内保育施設を設置した場合）

①新築、②購入、③既存の所有建物の増改築、④購入した既存建物の増改築、⑤賃借した建物の増改築に要した費用
※建物を賃借する場合、事業主等が負担した工事費用分のみで、建物の所有者、貸し主の負担分は除きます。
※建物の購入が、事業主等の代表者または取締役の３親等以内の親族からの場合、購入に要した費用は対象外となります。
※施設の規模は、乳幼児の定員が６人以上であり、自社の労働者の利用希望アンケート調査結果に基づくことが必要です。
※施設には満２歳未満の子を保育する「乳児室：１人当たり1.65㎡以上」、満２歳から小学校就学の始期までの子を保育す
る「保育室：１人当たり1.98㎡以上」のほか、調理室と便所があることが必要です。

２ 増築費（定員増等に伴う増築又は建て替えを行い、運営を再開した場合）

① ５人以上の定員増となる増築または利用定員２人以上かつ面積3.96㎡以上（１人当たり1.98㎡以上）
の安静室の増築（安静室の増築については、総面積の増加は要件ではありません）に要した費用
※①の増築施設は、増築の前後において当該助成金の支給要件を満たしていることが必要です。

② ５人以上の定員増となる建て替えに要した費用
※②の建て替え施設は、建て替えの前後において当該助成金の支給要件を満たしていることが必要です。
また、「建て替え」とは、既存の事業所内保育施設と同じ事業所の従業員を利用者として、新たに事業所内
保育施設を設置し、 既存の事業所内保育施設の用途を廃止することをいいます。

③ 当該助成金の支給要件を満たさない施設を、新たに要件を満たす施設に増築又は建て替えに要した費用

３ 運営費（事業所内保育施設の運営を開始した場合、運営開始から５年間）

① 事業所内保育施設に配置された専任の保育士、看護師の人件費（給料、諸手当、労働社会保険料等）。
運営を別企業に委託している場合はその委託料のうち専任の保育士、看護師の人件費

※専任の看護師は、体調不良児対応型運営の場合に限ります。
※労働社会保険料等には、労働保険料、社会保険料、厚生年金保険料及び厚生年金基金を含み、児童手当拠出金、
一般拠出金、退職金積立金は含みません。

② 事業所内保育施設が賃貸借施設である場合はその借料 ※敷金、礼金、管理費、駐車場代、土地の借地料は除きます。

事業所内保育施設設置・運営等支援助成金について

事業所内に保育施設があることは、小さなお子さんを持つ従業員にとって、仕事と子育
ての両立のための強い味方です。
そこで、厚生労働省では、一定の基準を満たす事業所内保育施設の設置・運営がしやす

くなるよう、事業主等の方々に対し、以下の費用の一部を助成しています。

２

※ 申請事業主または事業主団体が次のいずれかに該当する場合には、支給した助成金の全部または一部の
返還を求めますので、ご留意ください。

①不正行為により助成金の支給を受けた場合（代理人等が不正行為を行った場合を含みます。）

②助成金の支給すべき額を超えて助成金の支給を受けた場合

③支給要件を満たしていなかったことが支給後に判明した場合

④助成金に係る事業所内保育施設を、目的に反して使用し、譲渡し、交換しまたは貸し付けした場合

⑤助成金に係る事業所内保育施設における保育事業を廃止又は運営を休止し再開できない場合
※運営を終了した場合は、原則として、運営期間に応じて助成金の一部の返還が必要です。金額は、建物の構造と経過年数に応じた
減価償却分を除した額となります。

＜そのほか必要なこと＞
＊保育士の数は、運営時間内（保育士の休憩時間帯も含む）において常時２人以上いることが必要です。
＊現員（支給対象期間の１日平均保育乳幼児数）の平均が、定員の６割（中小企業３割）以上であること。
＊利用者は原則として、雇用保険被保険者になりますが、定員の半数以下であれば雇用保険被保険者以外の利用者も認められま
す。ただし、自社で雇用する雇用保険被保険者が１人以上利用している日数が月の開設日の半数以上あることが必要です。

＊自社の労働者の利用希望アンケートを実施し、運営開始から５年間の施設の利用者見込み数に基づいた施設の定員規模等にすることが必要
となります。

＊小学校就学の始期に達した児童の利用に係る設置費・増築費・運営費は対象外となります。
＊認可外保育施設指導監督基準を満たす施設運営を行うこと、保育室等を２階以上に設ける建物は児童福祉施設の設備及び運営に関する基準
を満たすことが必要となります。

＊事業所内保育施設に係る他の助成金を受給している場合、この助成金を受けることはできません。

※建物を賃借する場合、いずれの工事費用も事業主等が負担した分のみで、建物の所有者、貸し主負担分は除きます。



助成率等 助成限度額（運営費は１年間の限度額）

設 置 費
【大企業】１／３

【中小企業】２／３

【大企業】1,500万円 【中小企業】2,300万円
＊設置費は、運営開始の初年度に支給決定額の２分の１を支給し、３～５年度に

要件を満たした場合に残額を支給します。

増 築 費

【大企業】１／３

【中小企業】１／２
増 築

【大企業】750万円 【中小企業】1,150万円
５人以上の定員増を伴う増築、体調不良児のための安静室等の

整備、支給要件を満たさない施設を新たに満たす施設にする増築

【大企業】１／３

【中小企業】１／２

ただし、定員増の場合は

（増加する定員）／
（建て替え後の施設の定員）

【大企業】１／３

【中小企業】１／２

建 て

替 え

【大企業】1,500万円 【中小企業】2,300万円
５人以上の定員増を伴う建て替え、支給要件を満たさない施設を

新たに満たす施設にする建て替え

＊増築費は、増築、建て替えにかかわらず、設置費と同様、運営再開

の初年度と３～５年度の２回に分けて支給します。

運 営 費

【大企業】
１／２

【中小企業】
２／３

運 営

形 態

現員
（現員が定員を
超える場合は定員）

支給限度額

通常型

15人未満 379万２千円

体調不良児対応型
については、左記
それぞれの型
の運営に係る額

＋165万円

15～20人未満 540万円

20人以上 699万６千円

時 間

延長型

15人未満 505万２千円

15～20人未満 729万円

20人以上 951万６千円

深 夜

延長型

15人未満 533万２千円
15～20人未満 778万円

20人以上 1,014万6千円

※ 助成金の対象となる費用は、上記のそれぞれについて、事業所内保育施設に係る部分に限ります。
※ 運営期間が１年に満たない場合は、上表の額を月割した額が助成限度額となります。
※ 時間延長型及び深夜延長型の助成限度額は、延長時間数または深夜時間数により上表の額より低くなる場合があります。

助成限度額について

区 分 小売業 サービス業 卸売業 その他の業種

資本または出資の額 ５千万円以下 ５千万円以下 １億円以下 ３億円以下

常用労働者数 50人以下 100人以下 100人以下 300人以下

◎ 中小企業事業主の範囲

中小企業事業主の範囲は、「資本または出資の額」「常用労働者数」のいずれかが下表に該当する場
合となります。

３

×

＜ご注意＞
（運営に要した費用）－

｛施設定員（最大１０人）

×運営月数

×月額１万円（中小５千円）｝

により算出した額に

助成率を乗じます

×



相談の受理
助言

〔事業主または事業主団体〕

事業所内保育施設について検討
（提出書類準備）

相 談

助 言

〔都道府県労働局〕

●設置・運営費、

増築費の場合

●運営費の場合

設置・運営計画又は増築
（増築・建て替え）計画の
認定申請

建築工事着工等の２か月
前の日までに提出

運営計画認定申請

運営開始予定日の２か月
前の日から運営開始後１
年を経過する日の２か月
前までに提出

事業所内保育施設設置・
運営開始または運営再開

認定決定日の翌日から
１年以内

事業所内保育施設運営開始

認定決定日の翌日から６
か月以内に運営開始（既
に運営を開始している場
合は引き続き運営を行う
こと）

認定申請書の

受 理

審 査

認定決定

支給申請書の

受 理

審 査

建築士査定

支給決定

設置費または増築費
支給申請

翌１月１日～１月31日
までに提出
運営開始（再開）日が
７月１日～12月31日まで
の場合

７月１日～７月31日まで
に提出
運営開始（再開）日が１月
１日～６月30日までの場合

運営費支給申請

翌１月１日～１月31日
まで に提出
１月１日～12月31日まで
の運営費

７月１日～７月31日まで
に提出
前年の７月１日～６月30日
までの経費

認定決定通知

認定申請

支給申請

支給決定通知

助成金振込

◆このリーフレットにお示しするほかにも要件等がございますので、
詳細は、都道府県労働局雇用均等室にお問い合わせください。

厚生労働省ホームページ（http://www.mhlw.go.jp/）

トップページ＞分野別の政策＞子ども・子育て＞職場における子育て支援＞事業主の方へ＞事業主の方への給付金のご案内

＞両立支援等助成金

４

助成金の受給の流れ及び手続
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